
21

分割/統合事務事業名

9301001継続事業 整理番号

平成23年度 事務事業点検シート

項

選挙管理委員会運営事業
新規/継続

事業の分割/
統合の内容

選挙管理委員会費

選挙費

款 総務費

目

連絡先

公職選挙法・地方自治法・明石市選挙管理委員
会規程

事業所管課

開始年度自治/法定 法定受託事務

(078)918-5062

昭和 年度

選挙管理委員会事務局

第５次長総の
戦略の柱

展開の方向
実施方法

個別計画

根拠法令
・要綱等

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計

事業 選挙管理委員会運営事業

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）

選挙管理委員会

意図（どういう状態にしたいのか）

選挙管理委員会の適正、円滑な運営

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

①定例・臨時委員会開催
②全国・近畿及び兵庫県都市等連合会への加入
③選挙人名簿の調製
④農委・海区の選挙人名簿の調整
⑤常時啓発

21決算 0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

23年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源

22決算 6,813 6,750 13,563

一般財源

0 0 0 52,524 0.00

0.00

0 0 再任用 0.00

6,699 45,825 52,524 正規

14,75255 0 0 任期付

その他 0.00

委員　4名
5,295 5,2962

3
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

60

0 13,563

事務用品等

旅費

0.90合計23当初予算 7,157 7,650 14,807

金額

報酬

207

2
2
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

報酬

14

各種連合会理事会・総会等
611

需用費 706

区分（節） 内容

各種連合会理事会・総会等
779

委員　4名

旅費

645 需用費
事務用品等

各種連合会分担金等負担金補助及
び交付金

42

交際費
委員会交際費 委員会交際費

合計

使用料及び賃
借料

コピー使用料

交際費

合計 6,813

負担金補助及
び交付金

各種連合会分担金等
206 その他

コピー使用料・クリーニング代
109

7,157

直営 補助・助成 その他

委託 指定管理



22年度 23年度見込み

事務事業名9301001 選挙管理委員会運営事業

指標名 考え方・定義・式 単位 21年度

整理番号

事
業
の
成
果

事
業
の
評
価
（

所
管
課
評
価
）

項目 評価 説明

必
要
性

高い

関係法令に基づき適正に執行されている。

公職選挙法、地方自治法に基づき執行されるものである。

法令によって進められている事業であり、現状での執行の維持となる。

法令によって進められている事業であり、現状での執行の維持となる。

今後の事業展開方針

高い

指標で表せない成果

有
効
性

追録のある書籍について廃棄できるものを検討している。
協議会・研修会の出席者の減を行い旅費・負担金の削減を行う。

平成24年度の具体的改善内容（事業費増減要因等） 24年度予算事業費増減見込（千円）

●評価：高い・やや高い・やや低い・低い

法令によって進められている事業であり、現状での執行の維持となる。

手法の改善

効
率
性

やや
高い

維持

その他
特定財源

一般財源

●事業の規模の判断：拡充・維持・縮小・休廃止　　　●手法の改善の判断：維持・軽微な改善・抜本的改善・休廃止

削減見込
①

今
後
の
事
業
の
方
向
性
（

所
管
課
方
針
）

項目 判断 説明

事業の規模

増加見込
②

0 0

維持

0

0

対23年度
当初予算

比
合計

財源内訳

国・県
支出金

地方債

0 0 0

0 0

0 0

0

※「平成24年度の具体的改善内容」「24年度予算事業費増減見込」は、平成23年8月末時点の見込みであり今後変更があり得ます。

差引①+② 0 0 0



49

分割/統合事務事業名

9301002継続事業 整理番号

平成23年度 事務事業点検シート

項

明るい選挙推進事業
新規/継続

事業の分割/
統合の内容

選挙啓発費

選挙費

款 総務費

目

連絡先

明石市明るい選挙推進協議会規約

事業所管課

開始年度自治/法定 自治事務

(078)918-5062

昭和 年度

選挙管理委員会事務局

第５次長総の
戦略の柱

展開の方向
実施方法

個別計画

根拠法令
・要綱等

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計

事業 明るい選挙推進事業

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）

明るい選挙啓発委員・推進委員

意図（どういう状態にしたいのか）

市民の政治や選挙に対する有権者意識の向上を図る。
選挙時においては、「投票日の周知」「投票の呼びかけ」など投票参加を図る。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

明石市明るい選挙推進協議会における啓発や研修の開催
　①明石市民教養大学講座　　　４回
　②地域リーダー養成研修　　　　１回
　③広報紙「白ばら明石」発行　　１回
　④地域啓発促進実行会、交流会、研修会
　⑤「成人の日記念式典」での啓発活動
　⑥常時・選挙時の啓発活動
市内児童生徒を対象に「明るい選挙啓発ポスター」の公募　毎年

21決算 0.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

23年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源

22決算 1,655 2,700 4,355

一般財源

0 0 0 15,307 0.00

0.00

0 0 再任用 0.00

1,882 13,425 15,307 正規

4,7330 0 0 任期付

その他 0.00

啓発ポスター審査謝礼
20 202

3
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

258

0 4,355

会議室等借上料

需用費

0.35合計23当初予算 1,758 2,975 4,733

金額

報償費

25

2
2
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

報償費

1,480

ﾎﾟｽﾀｰ記念品・新成人の啓発資
材等

144

使用料及び賃
借料

1,394

区分（節） 内容

明推協委員派遣等
61

啓発ポスター審査謝礼

旅費

11 委託料
明るい選挙推進啓発事業委託
料等

会議室等借上料使用料及び賃
借料

委託料
明るい選挙推進啓発事業委託
料等

ﾎﾟｽﾀｰ記念品・新成人の啓発資
材等

合計

需用費

合計 1,655 1,758

直営 補助・助成 その他

委託 指定管理



－

22年度

－

23年度見込み

47.64

事務事業名9301002 明るい選挙推進事業

指標名 考え方・定義・式 単位

％投票率 投票者数／有権者数＝投票率

21年度

整理番号

事
業
の
成
果

事
業
の
評
価
（

所
管
課
評
価
）

項目 評価 説明

必
要
性

高い

明石市明るい選挙推進協議会規約の基づき適正かつ円滑に運営されていることが認められる。

投票率アップに向けて草の根運動の展開を進めていく
それぞれの地域の特色を活かしながら投票参加、特に若者の投票を呼びかけていく

明るい選挙推進協議会を中心に、それぞれの地域において地域の特色を活かしながら、投票総参加を
呼びかける
「草の根運動」を展開していく。

明るい選挙推進協議会における地域リーダー研修と地域交流等の中身を精査して統合できるものは統
合を行い効率のよい会合を行う。

今後の事業展開方針

高い

指標で表せない成果

有
効
性

明るい選挙ｽ維新事業を「明るい選挙推進協議会」に委託している。
委員　６１名、推進委員　１７２名

平成24年度の具体的改善内容（事業費増減要因等） 24年度予算事業費増減見込（千円）

●評価：高い・やや高い・やや低い・低い

手法の改善

効
率
性

高い

維持

その他
特定財源

一般財源

●事業の規模の判断：拡充・維持・縮小・休廃止　　　●手法の改善の判断：維持・軽微な改善・抜本的改善・休廃止

削減見込
①

今
後
の
事
業
の
方
向
性
（

所
管
課
方
針
）

項目 判断 説明

事業の規模

増加見込
②

0 0

軽微な
改善

0

-200

明るい選挙推進協議会における地域リーダー研修と地域交流
等の中身を精査して統合できるものは統合を行い効率のよい
会合を行う。

対23年度
当初予算

比
合計

財源内訳

国・県
支出金

地方債

0 0 -200

0 0

0 -200

0

※「平成24年度の具体的改善内容」「24年度予算事業費増減見込」は、平成23年8月末時点の見込みであり今後変更があり得ます。

差引①+② -200 0 0



22

分割/統合事務事業名

9301003継続事業 整理番号

平成23年度 事務事業点検シート

項

兵庫県議会議員選挙執行経費
新規/継続

事業の分割/
統合の内容

兵庫県議会議員選挙費

選挙費

款 総務費

目

連絡先

公職選挙法

事業所管課

開始年度自治/法定 法定受託事務

(078)918-5062

昭和 年度

選挙管理委員会事務局

第５次長総の
戦略の柱

展開の方向
実施方法

個別計画

根拠法令
・要綱等

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計

事業 兵庫県議会議員選挙執行経費

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）

兵庫県議会議員選挙の有権者
兵庫県議会議員選挙の事務従事者

意図（どういう状態にしたいのか）

兵庫県議会議員選挙を執行する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

平成23年6月10日任期満了に伴う兵庫県議会議員選挙の執行。

①　投・開票事務従事者の委嘱
　　投票事務従事者　５８７名（内訳　投票所　５４６名、投票本部　４１名）
　　開票事務従事者　１５４名（内訳　開票所　１２８名、開票本部　２６名）
②　ポスター掲示場の撤去
　　市内５２４か所のポスター掲示場を撤去（設置は、平成２２年度）
③　立候補の受付
　　明石市選挙区　６名
④　期日前投票の実施
　　場　　　所　市役所、３市民センター
　　期　　　間　平成２３年４月２日～平成２３年４月９日（８日間）
　　投票時間　午前８時３０分～午後８時
　　投票者数　１２，４２７名
⑤　投票の実施
　　日　　　時　平成２３年４月１０日　午前７時～午後８時
　　場　　　所　市内７５か所の投票所
　　投票者数　９１，９２４名　※期日前投票者数を含む。
⑥　開票の実施
　　場　　　所　明石中央体育会館　第２競技場
　　開始時間　午後９時２０分
　　終了時間　午後１１時１５分
⑦　選挙会の開催
　　当選人　明石市選挙区　４名

21決算 2.45 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

23年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源

22決算 11,479 19,782 31,261

一般財源

0 0 0 0 0.24

0.00

14,048 0 再任用 0.04

0 0 0 正規

12,15359,000 0 0 任期付

その他 0.00

投票所資材、事務用品、
選挙人名簿印刷、食糧費等

2,542 20,3182
3
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

12,360

0 17,213

コピー使用料

役務費

2.73合計23当初予算 49,760 21,393 71,153

金額

報酬

3,510

2
2
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

需用費

6,907

期日前投票システム調整、
事前研修派遣料等

988

使用料及び賃
借料

4,760

区分（節） 内容

投開票所事務用品、印刷、修
繕、昼･夕食等

6,242

投・開票事務従事者

需用費

47 委託料
ﾎﾟｽﾀｰ掲示場撤去、投開票所資
材運搬等

投・開票施設借上、資材借上等使用料及び賃
借料

995

委託料
ポスター掲示場設置、
入場券作成等

期日前投票所人材派遣、入場券
郵送料等

合計

備品購入費
計数器等

役務費

合計 11,479

その他
投・開票備品等

2,570

49,760

直営 補助・助成 その他

委託 指定管理



－

22年度

－

23年度見込み

39.22

事務事業名9301003 兵庫県議会議員選挙執行経費

指標名 考え方・定義・式 単位

％投票率 投票者数／有権者数＝投票率

21年度

整理番号

事
業
の
成
果

事
業
の
評
価
（

所
管
課
評
価
）

項目 評価 説明

必
要
性

高い

・公職選挙法等の法令を遵守し、適正に選挙事務を行う必要がある。

・兵庫県議会議員選挙の投・開票事務は、地方自治法第２条第９項により、第２号法定受託事務である。

・同事業は、必要性・有効性・効率性ともに高く、今後とも同程度の事業規模で継続する必要がある。

・公職選挙法等の法令を遵守し、適正に選挙事務を行う必要がある。

今後の事業展開方針

高い

指標で表せない成果

有
効
性

・効率的な投・開票事務を進めるため、適切な人員の配置や開票機材の有効活用について、検討していく必要が
ある。

平成24年度の具体的改善内容（事業費増減要因等） 24年度予算事業費増減見込（千円）

●評価：高い・やや高い・やや低い・低い

・今後とも、公職選挙法等の法令を遵守し、適正に選挙事務を行うとともに、投票率を上げる方法について、検討していく。

手法の改善

効
率
性

やや
高い

維持

その他
特定財源

一般財源

●事業の規模の判断：拡充・維持・縮小・休廃止　　　●手法の改善の判断：維持・軽微な改善・抜本的改善・休廃止

削減見込
①

今
後
の
事
業
の
方
向
性
（

所
管
課
方
針
）

項目 判断 説明

事業の規模

増加見込
②

0 0

維持

0

-49,760

対23年度
当初予算

比
合計

財源内訳

国・県
支出金

地方債

-49,760 0 0

0 0

0 0

0

※「平成24年度の具体的改善内容」「24年度予算事業費増減見込」は、平成23年8月末時点の見込みであり今後変更があり得ます。

差引①+② -49,760 -49,760 0



22

分割/統合事務事業名

9301004継続事業 整理番号

平成23年度 事務事業点検シート

項

市長及び市議会議員選挙執行経費
新規/継続

事業の分割/
統合の内容

市長及び市議会議員選挙費

選挙費

款 総務費

目

連絡先

公職選挙法

事業所管課

開始年度自治/法定 自治事務

(078)918-5062

昭和 年度

選挙管理委員会事務局

第５次長総の
戦略の柱

展開の方向
実施方法

個別計画

根拠法令
・要綱等

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計

事業 市長及び市議会議員選挙執行経費

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）

明石市長及び明石市議会議員選挙の有権者
明石市長及び明石市議会議員選挙の事務従事者

意図（どういう状態にしたいのか）

明石市長選挙及び明石市議会議員選挙を執行する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

平成23年4月30日任期満了に伴う明石市長選挙及び明石市議会議員選挙の執行。

①　投・開票事務従事者の委嘱
　　投票事務従事者　６５９名（内訳　投票所　６２１名、投票本部　３８名）
　　開票事務従事者　２７２名（内訳　開票所　２４３名、開票本部　２９名）
②　ポスター掲示場の設置、撤去
　　市内５２４か所に設置
③　立候補の受付
　　立候補予定者説明会　市長選挙　５陣営、市議会議員選挙　４２陣営
　　立候補受付　市長選挙　２名、市議会議員選挙　３９名
④　期日前投票の実施
　　場　　　所　市役所、３市民センター
　　期　　　間　平成２３年４月１８日～平成２３年４月２３日（６日間）
　　投票者数　市長選挙　１４，５７６名　市議会議員選挙　１４，５７８名
⑤　投票の実施
　　日　　　時　平成２３年４月２４日　午前７時～午後８時
　　場　　　所　市内７５か所の投票所
　　投票者数　市長選挙　１１１，６１５名、市議会議員選挙　１１１，５９９名　※期日前投票者数を含む。
⑥　開票の実施
　　場　　　所　明石中央体育会館　第１競技場
　　開始時間　午後９時２０分
　　終了時間　市長選挙　午前１時１０分　市議会議員選挙　午前０時１０分
⑦　選挙会の開催
　　当選人　　市長選挙　１名　市議会議員選挙　３１名

21決算 3.85 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

23年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源

22決算 3,658 22,032 25,690

一般財源

0 0 0 0 0.24

0.00

0 0 再任用 0.04

0 0 0 正規

176,7130 0 0 任期付

その他 0.00

候補者交付物資、投票用紙等
3,220 24,0642

3
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

21,000

0 25,690

ノートパソコン、投票記載台

役務費

4.13合計23当初予算 143,420 33,293 176,713

金額

報酬

44,385

2
2
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

需用費

19

事前研修派遣料
143

備品購入費 41,000

区分（節） 内容

投開票所事務用品、印刷、修
繕、昼･夕食等

8,801

投・開票事務従事者

需用費

276 委託料
ﾎﾟｽﾀｰ掲示場設置・撤去、投開
票所資材運搬等

選挙公営負担金補助及
び交付金

使用料及び賃
借料

勤労福祉会館使用料、コピー使
用料

期日前投票所人材派遣、入場券
郵送料等

合計

役務費

合計 3,658

その他
投・開票施設借上、資材借上等

4,170

143,420

直営 補助・助成 その他

委託 指定管理



－

22年度

－

23年度見込み

47.64

事務事業名9301004 市長及び市議会議員選挙執行経費

指標名 考え方・定義・式 単位

市議会議員選挙投
票率

％

％市長選挙投票率 投票者数／有権者数＝投票率

21年度

整理番号

事
業
の
成
果

事
業
の
評
価
（

所
管
課
評
価
）

項目 評価 説明

必
要
性

高い

・公職選挙法等の法令を遵守し、適正に選挙事務を行う必要がある。

・地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律第１条の規定により、平成２３年４
月３０日任期満了の明石市長選挙及び明石市議会議員選挙を平成２３年４月２４日に行う必要がある。

・同事業は、必要性・有効性・効率性ともに高く、今後とも同程度の事業規模で継続する必要がある。

・公職選挙法等の法令を遵守し、適正に選挙事務を行う必要がある。

今後の事業展開方針

高い

－ 47.63

指標で表せない成果

－投票者数／有権者数＝投票率

有
効
性

・効率的な投・開票事務を進めるため、適切な人員の配置や開票機材の有効活用について、検討していく必要が
ある。

平成24年度の具体的改善内容（事業費増減要因等） 24年度予算事業費増減見込（千円）

●評価：高い・やや高い・やや低い・低い

・今後とも、公職選挙法等の法令を遵守し、適正に選挙事務を行うとともに、投票率を上げる方法について、検討していく。

手法の改善

効
率
性

やや
高い

維持

その他
特定財源

一般財源

●事業の規模の判断：拡充・維持・縮小・休廃止　　　●手法の改善の判断：維持・軽微な改善・抜本的改善・休廃止

削減見込
①

今
後
の
事
業
の
方
向
性
（

所
管
課
方
針
）

項目 判断 説明

事業の規模

増加見込
②

0 0

維持

0

-143,420

対23年度
当初予算

比
合計

財源内訳

国・県
支出金

地方債

0 0 -143,420

0 0

0 -143,420

0

※「平成24年度の具体的改善内容」「24年度予算事業費増減見込」は、平成23年8月末時点の見込みであり今後変更があり得ます。

差引①+② -143,420 0 0



26

分割/統合事務事業名

9301005H23新規 整理番号

平成23年度 事務事業点検シート

項

農業委員会委員選挙執行経費
新規/継続

事業の分割/
統合の内容

農業委員会委員選挙費

選挙費

款 総務費

目

連絡先

農業委員会等に関する法律

事業所管課

開始年度自治/法定 自治事務

(078)918-5062

昭和 年度

選挙管理委員会事務局

第５次長総の
戦略の柱

展開の方向
実施方法

個別計画

根拠法令
・要綱等

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計

事業 農業委員会委員選挙執行経費

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）

明石市農業委員会委員選挙の有権者
明石市農業委員会委員選挙の事務従事者

意図（どういう状態にしたいのか）

明石市農業委員会委員選挙を執行する。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

平成23年7月19日任期満了に伴う明石市農業委員会委員選挙の執行。

①　投・開票事務従事者の委嘱
　　投票事務従事者　　３１名
　　選挙会事務従事者　２２名
②　立候補の受付
　　立候補予定者説明会　２０陣営
　　立候補受付　　　　　　　２０名
③　選挙会の開催
　　日　　時　平成２３年７月１０日　午前１０時～午前１０時３０分
　　場　　所　明石市役所
　　無投票当選
　　当選人　２０名

21決算 0.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

23年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源

22決算 0 0 0

一般財源

0 0 0 0 0.00

0.00

0 0 再任用 0.00

0 0 0 正規

10,1500 0 0 任期付

その他 0.00

2,3372
3
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

786

0 0

0.70合計23当初予算 4,200 5,950 10,150

金額

報酬

525

2
2
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

242

区分（節） 内容

近接旅費
10

投・開票事務従事者

旅費

役務費
入場券郵送料等

投開票所資材運搬等
委託料

投開票所事務用品、印刷、昼･
夕食等

合計

需用費

合計 0

使用料及び賃
借料

投票箱送致ﾀｸｼｰ借上等
300

4,200

直営 補助・助成 その他

委託 指定管理



－

22年度

－

23年度見込み

－

事務事業名9301005 農業委員会委員選挙執行経費

指標名 考え方・定義・式 単位

％投票率 投票者数／有権者数＝投票率

21年度

整理番号

事
業
の
成
果

事
業
の
評
価
（

所
管
課
評
価
）

項目 評価 説明

必
要
性

高い

・農業委員会等に関する法律第１１条において準用する公職選挙法等の法令を遵守し、適正に選挙事務を行う
必要がある。

・平成２３年７月１９日任期満了による明石市農業委員会委員選挙は、農業委員会等に関する法律第１１条にお
いて準用する公職選挙法第３３条の規定により、任期満了前３０日以内に執行する必要がある。

・同事業は、必要性・有効性・効率性ともに高く、今後とも同程度の事業規模で継続する必要がある。

・農業委員会等に関する法律第１１条において準用する公職選挙法等の法令を遵守し、適正に選挙事
務を行う必要がある。

今後の事業展開方針

高い

指標で表せない成果
無投票当選のため、投票率等の指標なし。

有
効
性

・農業委員会等に関する法律第１１条において準用する公職選挙法第７９条の規定により、開票事務と選挙会事
務を合同で行っている。

平成24年度の具体的改善内容（事業費増減要因等） 24年度予算事業費増減見込（千円）

●評価：高い・やや高い・やや低い・低い

・今後とも、農業委員会等に関する法律第１１条において準用する公職選挙法等の法令を遵守し、適正に選挙事務を行う必要がある。

手法の改善

効
率
性

高い

維持

その他
特定財源

一般財源

●事業の規模の判断：拡充・維持・縮小・休廃止　　　●手法の改善の判断：維持・軽微な改善・抜本的改善・休廃止

削減見込
①

今
後
の
事
業
の
方
向
性
（

所
管
課
方
針
）

項目 判断 説明

事業の規模

増加見込
②

0 0

維持

0

-4,200

対23年度
当初予算

比
合計

財源内訳

国・県
支出金

地方債

0 0 -4,200

0 0

0 -4,200

0

※「平成24年度の具体的改善内容」「24年度予算事業費増減見込」は、平成23年8月末時点の見込みであり今後変更があり得ます。

差引①+② -4,200 0 0



22

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計

款 総務費

個別計画

その他
計数器等

116

合計 56,046

2,446
使用料及び賃
借料

投・開票施設借上、資材借上等

13,357

2
3
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

合計

内容

報酬
投・開票事務従事者

24,417

2
2
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

需用費
投開票所事務用品、印刷、修
繕、昼･夕食等

3,570

委託料
ﾎﾟｽﾀｰ掲示場設置・撤去、投開
票所資材運搬等

12,140

役務費
期日前投票所人材派遣、入場券
郵送料等

金額区分（節）

0 0 56,046 その他0

任期付

22決算 56,046 0 56,046

合計23当初予算

0 0 0

再任用

ｱﾙﾊﾞｲﾄ正規0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

21決算 0 0

財源内訳
23年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

参議院議員通常選挙の有権者
参議院議員通常選挙の事務従事者

参議院議員通常選挙を執行する

年度

項

事
業
内
容

平成22年7月25日任期満了に伴う参議院議員通常選挙執行

①　投・開票事務従事者の委嘱
　　投票事務従事者　６６２名
　　開票事務従事者　２６８名

②　ポスター掲示場の設置
　　市内５２４か所に設置

③　期日前投票の実施
　　場　　　所　市役所、３市民センター
　　期　　　間　平成２２年６月２５日～平成２２年７月１０日
　　投票時間　午前８時３０分から午後８時まで
　
④　投票の実施
　　日　　　時　平成２２年７月１１日　午前７時～午後８時
　　場　　　所　市内７５か所の投票所
　
⑤　開票の実施
　　場　　　所　明石中央体育会館　第１競技場

第５次長総の
戦略の柱

展開の方向
実施方法

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）

意図（どういう状態にしたいのか）

(078)918-5062

目 参議院議員通常選挙費 自治/法定 法定受託事務

選挙費 連絡先

開始年度

事業所管課 選挙管理委員会事務局

事業 参議院議員通常選挙執行経費 根拠法令
・要綱等

昭和

事務事業名
参議院議員通常選挙執行経費

分割/統合

新規/継続 H22廃止済 整理番号

事業の分割/
統合の内容

9301006
平成23年度 事務事業点検シート

直営 補助・助成 その他

委託 指定管理



平成22年度限りで廃止

平成22年度限りで廃止

項目 判断 説明

24年度予算事業費増減見込（千円）

※「平成24年度の具体的改善内容」「24年度予算事業費増減見込」は、平成23年8月末時点の見込みであり、今後変更があり得ます。

差引①+②

今
後
の
事
業
の
方
向
性
（

所
管
課
方
針
）

一般財源

増加見込
②

対23年度
当初予算

比

削減見込
①

事業の規模

平成22年度限りで廃止

平成24年度の具体的改善内容（事業費増減要因等）

指標で表せない成果

その他
特定財源

財源内訳

23年度見込み

52.86投票率 投票者数／有権者数＝投票率 ％ －

国・県
支出金

地方債

22年度

合計

今後の事業展開方針

手法の改善

●事業の規模の判断：拡充・維持・縮小・休廃止　　　●手法の改善の判断：維持・軽微な改善・抜本的改善・休廃止

事
業
の
評
価
（

所
管
課
評
価
）

項目 評価 説明

必
要
性

有
効
性

●評価：高い・やや高い・やや低い・低い

効
率
性

事
業
の
成
果

指標名 考え方・定義・式

整理番号 9301006 事務事業名 参議院議員通常選挙執行経費

単位 21年度



25

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計

款 総務費

個別計画

合計 127

2
3
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

合計

内容

2
2
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額 金額

需用費
事務用品

127

区分（節）

合計

0 0 1270

任期付

22決算 127 0 127

23当初予算

0 0

再任用

ｱﾙﾊﾞｲﾄ正規

その他

0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

21決算 0 0 0

財源内訳
23年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

兵庫県瀬戸内海海区漁業調整委員会委員補欠選挙の有権者
兵庫県瀬戸内海海区漁業調整委員会委員補欠選挙の事務従事者

兵庫県瀬戸内海海区漁業調整委員会委員補欠選挙を執行する。

年度

項

事
業
内
容

兵庫県瀬戸内海海区漁業調整委員会委員補欠選挙執行

　　　選挙の期日　　　　　　平成２２年６月１０日
　　　告　示　日　　　　　　　平成２２年６月１日
　　　選挙すべき委員の数　　　１名

①　投票事務従事者等の委嘱
　　投票管理者・同職務代理者　　１０名
　　投票立会人　　　　　　　　　　　　１０名

②　開票事務従事者等の委嘱
　　投票管理者・同職務代理者　　２名
　　投票立会人　　　　　　　　　　　　３名

③　当選人
　　無投票当選

第５次長総の
戦略の柱

展開の方向
実施方法

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）

意図（どういう状態にしたいのか）

(078)918-5062

目 海区漁業調整委員会委員選挙費 自治/法定 法定受託事務

選挙費 連絡先

開始年度

事業所管課 選挙管理委員会事務局

事業 海区漁業調整委員会委員選挙執行経費 根拠法令
・要綱等

昭和

事務事業名
海区漁業調整委員会委員選挙執行経費

分割/統合

新規/継続 H22廃止済 整理番号

事業の分割/
統合の内容

9301007
平成23年度 事務事業点検シート

直営 補助・助成 その他

委託 指定管理



平成22年度限りで廃止

平成22年度限りで廃止

項目 判断 説明

一般財源

24年度予算事業費増減見込（千円）

●事業の規模の判断：拡充・維持・縮小・休廃止　　　●手法の改善の判断：維持・軽微な改善・抜本的改善・休廃止

削減見込
①

※「平成24年度の具体的改善内容」「24年度予算事業費増減見込」は、平成23年8月末時点の見込みであり、今後変更があり得ます。

差引①+②

今
後
の
事
業
の
方
向
性
（

所
管
課
方
針
）

増加見込
②

対23年度
当初予算

比

平成22年度限りで廃止

平成24年度の具体的改善内容（事業費増減要因等）

指標で表せない成果

その他
特定財源

財源内訳

合計

今後の事業展開方針

23年度見込み

－投票率 投票者数／有権者数＝投票率 ％ －

効
率
性

国・県
支出金

地方債

22年度

事業の規模

手法の改善

単位 21年度

事
業
の
評
価
（

所
管
課
評
価
）

項目 評価 説明

必
要
性

有
効
性

●評価：高い・やや高い・やや低い・低い

事
業
の
成
果

指標名 考え方・定義・式

整理番号 9301007 事務事業名 海区漁業調整委員会委員選挙執行経費
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9301008
平成23年度 事務事業点検シート

新規/継続 H22廃止済 整理番号

事業の分割/
統合の内容

事務事業名
国民投票事務費

分割/統合

選挙費 連絡先

事業所管課 選挙管理委員会事務局

事業 国民投票事務費 根拠法令
・要綱等第５次長総の

戦略の柱
展開の方向

実施方法

意図（どういう状態にしたいのか）

(078)918-5062

目 国民投票費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

項

事
業
内
容

「日本国憲法の改正手続きに関する法律」が平成22年5月18日から執行され、同胞の施行に伴い、各市町村選挙管理委員会は、国民投
票が執行される場合において、投票人名簿の調製や投開票事務等を担うこととなる。
その投開票事務の中には期日前投票事務も含まれるため、同法が施行されるまでに、新たに国民投票の期日前投票システムを構築しな
ければならず、同システムを外部委託により開発するものである。

憲法改正に係る国民投票の有権者

国民投票を執行する

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）

財源内訳
23年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

21決算 0 0 0 0 0

再任用

ｱﾙﾊﾞｲﾄ正規

その他0

任期付

22決算 1,620 0 1,620

23当初予算 合計

0 0 1,620

金額

委託料
システム改修委託

1,620

区分（節）

2
2
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
3
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

合計

内容

合計 1,620

個別計画

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計

款 総務費

直営 補助・助成 その他

委託 指定管理



事
業
の
成
果

指標名 考え方・定義・式

整理番号 9301008 事務事業名 国民投票事務費

単位 21年度

一般財源

24年度予算事業費増減見込（千円）

事
業
の
評
価
（

所
管
課
評
価
）

項目 評価 説明

必
要
性

有
効
性

●評価：高い・やや高い・やや低い・低い

効
率
性

22年度 23年度見込み

平成22年度限りで廃止

平成24年度の具体的改善内容（事業費増減要因等）

指標で表せない成果

今後の事業展開方針

事業の規模

手法の改善

●事業の規模の判断：拡充・維持・縮小・休廃止　　　●手法の改善の判断：維持・軽微な改善・抜本的改善・休廃止

その他
特定財源

財源内訳

合計 国・県
支出金

対23年度
当初予算

比 地方債

※「平成24年度の具体的改善内容」「24年度予算事業費増減見込」は、平成23年8月末時点の見込みであり、今後変更があり得ます。

差引①+②

今
後
の
事
業
の
方
向
性
（

所
管
課
方
針
）

削減見込
①

増加見込
②

項目 判断 説明

平成22年度限りで廃止

平成22年度限りで廃止
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